

「派遣村」を必要としない支援策の具体化のための課題
−政策提言−　参考資料集
2010年11月

日本国家公務員労働組合連合会

日本自治体労働組合総連合

全労働省労働組合

１　職業安定行政の体制
　日本の職業安定行政の定員はもともと、他の先進諸国に比べて極端に少ない現状にあります。
　憲法が定める勤労権保障の役割を持つハローワークについて見てみると、厚生労働省が作成した「主要先進国の職業紹介機関の体制について」（平成22年7月）【表1】によれば、欧米先進国と比して職業紹介機関は少なく、かつ、職員1人当たりの失業者数はイギリス23人、ドイツ37人、フランス46人に対し、日本は283人と約6倍以上の極めて大きな差があり、国民に対して十分な行政サービスを行う体制が整っていません。
【表1：主要先進国の職業紹介機関の体制】（厚生労働省作成／2010年5月）
	
	職業紹介
機関数
	職員数
	労働力人口（千人）
	職員１人当たりの労働力人口（人）
	機関１箇所当たり労働力人口（人）
	失業者数
（千人）
	職員1人当たり失業者数（人）

	イギリス
	865
	65,644
	29,517
	450
	34,124
	1,500
	23

	ドイツ
	786
	92,297
	43,068
	467
	54,794
	3,423
	37

	フランス
	910
	45,000
	28,042
	623
	30,815
	2,092
	46

	日本
	545
	11,861
	66,170
	5,579
	121,413
	3,360
	283


※１　各国の職員数には非常勤職員等は含まれていない。なお、日本の職員数は非常勤職員等を含めると29,424人。
２　行政分野ごとの現状
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図１　完全失業者数と非正規雇用労働者数

完全失業者数は総務省「労働力調査」、非正規雇用労働者数は総務省「労働力調査・詳細結果」
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図２　自殺者数の推移

平成21年度中における自殺者の概要（警視庁）
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図３　未就職卒業者数

大学等卒業予定者就職状況調査（厚生労働省・文部科学科学省）及び職業安定業務統計（厚生労働省）
【図の解説】
①図１：完全失業者数と非正規雇用労働者数
完全失業者数は09年平均で336万人となり、前年に比べて71万人増加しています。これは、過去最大の増加幅となっています。男女別にみると、男性は44万人増の203万人、女性は27万人増の133万人と男女とも過去最大の増加幅となっており、かつてない厳しい雇用失業情勢にあります。
②図２：自殺者数の推移
自殺の背景にある危機要因には、労働行政が向かい合うべき諸課題（過労、職場の人間関係、仕事の失敗、職場のいじめ、配転、失業、休職難、再就職失敗等）が多くなっています。2009年度自殺者数32,845人のうち労働者（※被雇用者のみで無職者は含まず）は9,159人であり、勤務問題が自殺の原因・動機の一つになっている者が2,528人、経済・生活問題が動機の原因となっている者が8,377人（※失業者数は不明）となっています。
2010年6月18日に閣議決定された「新成長戦略」では、2020年までに「メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合を100％」とする目標が掲げられていますが、2007年時点でメンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合は33.6％であり、行政主導の効果的な対策が必要です。また、「いのちを守る自殺対策緊急プラン」（2010年2月・自殺総合対策会議決定）では、ハローワークに対して、ゲートキーパーの役割を要請しています。労働者が失業に至る経緯や求職者の就職活動の過程等で適切な対策を講じることが必要です。
③図３：未就職卒業者数
長期化する景気低迷の状況を受け、新卒者（高校、大学等）雇用の現状は大変厳しい状況となっています。就職が決まらないまま卒業する者が約7.5万人存在しています。また、新規卒業者以外にも留年者等で11.7万人存在し、2008年度に比して1.8万人増加しています。政府が2010年9月に閣議決定した「新成長戦略実現に向けた3段階構えの経済対策」でも、新卒雇用者に対する緊急対策が講じられることになっています。
３　地方労働行政職員数の変化
前記１、２で述べたとおり、労働行政体制は主な先進諸国と比して極端に不十分な状況であり、特に地方労働行政職員定員数は年々削減（図４）されており、深刻な雇用失業情勢や労働者の労働条件確保、安全衛生対策、セクハラ・パワハラ等の相談対応、迅速な被災者に対する労災給付を行うための体制が整っていません。
また、2010年5月に閣議決定された「平成23年度の国家公務員の新規採用抑制方針について」では、厚生労働省の新規採用抑制率が50％と他府庁に比べて高く（【表２】）、さらに本省は2割、労働基準監督官は5割、ハローワーク等の出先機関は8割削減とされていることから、国民・利用者へのサービスが著しく低下することが懸念されます。
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【表２：各府省別の平成２３年度の新規採用職員数上限値】
	
	２３年度上限値（Ａ）（人）
	（Ａ／Ｂ）
	２１年度採用実績（Ｂ）（人）

	内閣官房
	6
	60％
	10

	内閣法制局
	2
	100％
	2

	内閣府
	32
	70％
	46

	金融庁
	40
	89％
	45

	宮内庁
	22
	81％
	27

	公正取引委員会
	36
	68％
	53

	警察庁
	152
	73％
	207

	消費者庁
	2
	－
	0

	総務省
	120
	65％
	186

	法務省
	1304
	66％
	1973

	外務省
	127
	69％
	183

	財務省
	1308
	55％
	2370

	文部科学省
	66
	80％
	82

	厚生労働省
	343
	50％
	686

	農林水産省
	168
	55％
	306

	経済産業省
	177
	65％
	271

	国土交通省
	846
	62％
	1354

	環境省
	32
	73％
	44

	合計
	4783
	61％
	7845


【参考資料：職業安定行政のこの間の新規施策】
【貧困・困窮者対策】
・ワンストップ・サービス・デイの実施
→2009年11月～12月にかけて、全国のべ281カ所で実施。のべ6,330人が利用した。
・ハローワークにおける年末緊急職業相談の実施
　→12月29・30日、全国77カ所のハローワークで、職業相談・総合労働相談等に対応。全国でのべ27,376人が来所した。
・年末年始の生活総合相談の実施
　→公共機関が通常閉庁している12月29～1月3日の間において、住居がない等の生活困窮にある方に対する生活相談を実施。実施主体は全国194自治体だが、要請のあった63自治体にハローワーク職員を派遣。このうち13自治体についてはハローワーク庁舎で相談を実施した。
・住居喪失離職者に対する就職安定資金融資制度の実施（2010年9月末で新規申込終了）
・住居・生活支援アドバイザーの配置
　→住居・生活支援に関する総合的な相談を行う「住居・生活支援アドバイザー」を全国ハローワークに236人配置。なお、全国にハローワークは550カ所あり、アドバイザーが配置されていないハローワークでも、職員が同様の業務を行っている。
・生活福祉・就労支援協議会の設置
→住居・生活困窮者に対する支援強化のため、関係機関の一層の連携強化を図るため、「生活福祉・就労支援協議会」を設置した。
・解雇等による住居喪失者のための雇用促進住宅の緊急一時入居への対応
・緊急人材育成支援事業に係る基金訓練の完全充足へのとりくみ（受講者数約11万人／2010年9月21日現在）
・基金訓練修了者に対する就職支援等の強化
【若年・学卒求職者対策】
・雇用創出企業リストを活用した新卒求人開拓
　→ハローワークが日常行っている新卒求人開拓に上乗せして、経済産業省が作成した「雇用創出業」リストに掲載された1400社全てに対する新卒求人開拓を実施した。
・緊急学卒支援窓口の設置
・高卒・大卒ジョブサポーターを活用した就職支援の強化
・新卒者体験雇用事業の実施
・未就職卒業者に係る職業訓練等の受講あっせん
・未内定者の把握の徹底及び卒業後の就職支援策への誘導
・「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」を踏まえた新卒者対策の実施
【障害者雇用対策】
・精神障害者雇用安定奨励金の創設
・障害者就業・生活支援センター設立準備助成金の創設
【外国人雇用対策】
・日系人離職者に対する帰国支援事業の実施（2010年3月まで）
・日系人離職者に対する就労準備研修の実施
・外国人求職者の現状把握のためのアンケートの実施（年2回）
【福祉人材対策】
・介護就職デイの実施
　→雇用の受け皿として期待されている介護関係職種のマッチング促進を図るため、全国のハローワークで「介護就職デイ」の名称で介護関係就職面接会を開催。
【建設業雇用対策】
・「建設業新分野教育訓練助成金」「建設業離職者雇用開発助成金」の創設
　→建設投資が民間・公共事業ともに低迷する中、建設労働者の雇用確保や建設業離職者の他産業への再就職を促進するための「建設業新分野教育訓練助成金」「建設業離職者雇用開発助成金」を創設した。
【労働者派遣法関係】
・「専門26業務派遣適正化プラン」の実施
　→専門26業種と称しつつ、実態的には解釈を歪曲したり、拡大したりして、専門26業種以外の業務を行っている事案が散見されることから、3～4月の2ヵ月間に集中した違法な労働者派遣に係る指導監督を行った。
【助成金関係】
・雇用調整助成金について、支給要件を緩和するとともに支給率を引き上げ、支給申請後1ヵ月以内に支払いを行う、支給迅速化を行った。
・雇用調整助成金の不正受給防止対策について、3次にわたり強化を図った（4・7・9月）
【雇用保険関係】
・雇用保険と船員保険との統合
・非自発的離職者を中心に個別延長給付実施

・雇い止めによる離職者に手厚い給付を実施する特定理由離職者区分を創設
・雇用保険法改正により、加入要件を大幅緩和
【その他】
・中小企業支援施策の「ワンストップ・サービス・デイ」への協力・参加
　→中小企業庁が中心となって12月に実施した、中小企業支援施策の「ワンストップ・サービス・デイ」に協力し、全国47都道府県の全会場に職員を派遣。雇用調整助成金等の企業支援の相談に対応した。
・旧社会保険庁職員への再就職支援
・政府のシステム最適化計画によるハローワークシステムの更改
・非自発的失業者の国民健康保険料（税）軽減制度のハローワークにおける周知
・障害者の障害年金受給の有無の全国調査
・失業者に対する心の健康に係る集中的な啓発活動
・総務省年金記録第三者委員会に対する申立人に係る同時期在職者の雇用保険記録の提供
・労働局に「ハローワークサービス推進室」を設置し、公共職業安定所等におけるサービス推進体制を整備
・「地元企業の高校内企業説明会」について、全国で試行実施
生活保護職場からの告発

－福祉事務所・生活保護実施体制全国調査抜粋－

自治労連・政策提言資料

【はじめに】

　自治労連・自治労連社会福祉部会は、生活保護制度改善・実施体制充実のため、09年12月に生活保護職場体制調査を全国規模で実施しました。3月18日の記者会見で公表し、詳細は自治労連のホームページに掲載しています。

【調査方法】

　全国の福祉事務所等生活保護実施機関（以下「実施機関」という）を対象に、09年12月時点における生活保護職場体制について、アンケート形式による実態調査を実施しました。アンケートは、直接全国の1,347実施機関に送付（うち有効数1,314）しました。

【調査結果の概要と分析】

　全国実施機関の約6割から回答、自由記載記入3割を超える

　回答は757実施機関（複数の実施機関をまとめて回答した市区があったため、実データーは731）。回答率は57.6％、自由記載回答が247件、33.7％から寄せられました。
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　世帯類型の内訳は国と同比率

　757実施機関で世帯数は674,893世帯。世帯の類型は、高齢43.9％、母子8.1％、疾病21.5％、障害13.3%、その他13.1％で厚労省の速報値（09年11月）とほぼ同割合です。「その他」世帯に、派遣切り・雇い止めなどで仕事を失った人が含まれると推測されます。
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　申請件数急増に対しケースワーカーは微増、相談と新規申請処理に追われる

生活保護の申請率は、07年度と比べ、09年4月から9月の申請件数を2倍にすると、80.8％の増加でした。これに対し、ケースワーカー配置数は07年4月7,122名が、09年4月7,597名で、２年間で6.5％の増加にしかすぎません。相談者の全てが生活保護世帯となるわけではありませんが、相談や新規開始の手続が膨大となっていることが自由記載から読み取れます。（図１）

	■　「経済不況により保護申請件数が急増し開始決定調査等に多くの時間を要している。仕事に忙殺され、体調不良となるケースワーカーも発生している」

■　「査察指導員が相談担当の応援体制に組み入れられ、ケースワーカーのスーパー・バイザーとしての役割を担えない」

■　「緊急対応、新規調査以外の対応はできていない」


　大都市・特定の実施機関で担当世帯数が限界超える

①自治体規模・福祉事務所によって担当世帯数のばらつきが大きい

ケースワーカー一人当たりの法で定められた標準担当世帯数は、都道府県設置福祉事務所は法で標準とされる65世帯に対し実際の平均は63.1世帯、市区町村設置福祉事務所は80世帯に対し79.5世帯と、全国平均では法で定めた範囲内となっています。
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その内訳を見てみると、右の図Aの通り、各福祉事務所の規模により、担当世帯数に散らばり（バラつき）があることが分かります。

担当世帯数の散らばりの程度は、市町（最大175.0、最小9.8）や中核市（最大164.9、最小31.0）で大きく見られます。一方、政令市やとりわけ特別区においては、散らばりの程度が小さく、100世帯周辺に集中する傾向が大きいことがわかります。

　都道府県や市町においては、標準数を超えるところは約半数ほどにとどまっているものの、各自治体の規模や地域性などによって大きく差があるのが現状です。

②回答の14.1％が90世帯を超える
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中核市の88.2％、政令市の95.1％、特別区のでは全ての福祉事務所が標準担当世帯数を上回っています。
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標準担当世帯数より平均担当世帯数が10世帯以上多い割合は、都道府県が11.1％、市町（政令市・中核市・特別区を除く）が18.2％、中核市が50.0％（図３）、政令市が44.3％（図２）、特別区（図４）が72.2％となっています。

都道府県別の状況では、大阪府131.1世帯、愛知県104.0世帯、東京都100.0世帯と平均が100世帯を超え、奈良県97.3世帯など12都府県が90世帯を超えるなど地域間格差が大きくなっています。

[image: image13.emf]規模別の散らばり（バラつき）の程度　　【図A】
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実施機関別にみると、平均担当世帯数が90世帯を超える実施機関が208、100世帯を超える実施機関が103あり、回答の14.1％を占めています。100世を超える実施機関の中には、岐阜県羽島市175.0世帯、大阪府東大阪市164.9世帯、大阪府門真市156.9世帯、熊本県上天草市155.0世帯、大阪府藤井寺市139.9世帯等があります。

③現場は限界を超え健康破壊も

自由記載からは、現場は限界を超え健康破壊が起こっていることが読み取れます。

	■「連日の長時間残業、休日出勤で休暇も取れず、心身ともに疲れ果てたケースワーカーが精神的、肉体的に体調を崩し、心の病で長期休業するケースが増えている」
	
	■「このような状況が放置されれば、早晩、生活保護行政が行き詰まるのは火を見るより明らか」


　市町村合併・小規模実施機関の統計に出ない困難

　自由記載から、統計にはでない小規模実施機関の抱える問題や、市町村合併による、事実上の担当世帯の増加による困難が読み取れます。

	■「小規模実施機関では、係長が査察指導員・相談員を兼務しており、休日・深夜の医療機関や警察からの呼び出しもあり休暇も取れず限界」
	
	■「市町村合併により自治体の面積が増加し移動範囲も広くなった上に、標準数が（65世帯から80世帯に）増加し負担が大きくなった」


　ベテランケースワーカーが決定的に不足
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標準数を下回る

　生活保護ケースワーカーには、高度の専門性や業務への熟練(生活保護制度だけではなく、生活に関わるあらゆる他の法律も)が求められ、さらには自治体職員としての経験や、自らの人生経験さえも貴重な資質の一つとなりますが、アンケート結果を見ると、こうしたことがほとんど考慮されない人事配置が行われている実態が明らかです。

年齢層では、「20代」が25.0％、「30代」が43.0％など、30代以下が全体の68.0％を占めており、職員全体の平均年齢から見ても、非常に若い世代がこの業務を担っています。


　経験では1年目27.05％、1年以上3年未満39.0％、3年以上5年未満23.0％となっています。経験3年未満が66％を占める反面、5年以上の経験者は職場で1割（11％）しかいません。一実施機関あたりの平均人数は9.6人ですので、5年以上のベテランは職場に1人（1.1人）しかいないことになります。


　

また、資格を持たないケースワーカーも20％（社会福祉士7％、社会福祉主事73％）おり、ケースワーカーの能力向上を、実務と資格の両面から考えていく必要があります。

自由記載からは、人材育成の崩壊がうかがえます。

	■「ベテランワーカーの異動に伴い新人が赴任するが、現場経験がなく、複雑な福祉制度を理解する前に現場実践を行わなければならないため、戸惑い、自信喪失し、バーンアウトに至る現実がある」
	
	■「毎年、異動を希望する者が多く、ベテランが少なくなり、ケースワーカー同士相談もできない」




　「全てを生活保護で支えるのか」という不安

各分野のセーフティーネット「底抜け」の中で、「全てを生活保護で支えるのか」という不安が自由記載から読み取れます。

	■「1日相談にかかりきりの時もあり、相談内容も借金・家庭状況・親族との関係・病気・介護・虐待等複雑多岐に渡る。むしろ生活保護のみで解決する相談は皆無に等しい」

	

	■「ホームレスをスカウトし、管理する住居に住まわせ、生活保護の申請を指導する『貧困ビジネス』と思われるケースの対応に苦慮している」


	■生活保護制度は、補足性の原理で他法他施策の活用を要件としているが、あまりにもストレートで生活保護となっている。極端にいえば生活保護以外に活用できる制度が無いに等しいのではないかとすら感じてしまう現状である。

	

	■「『仕事は探せば見つかる』『なんとか頑張って働けば食べていける』といった労働市場ではなくなった。求人はなく、就労指導は成す術成すすべがない」


　国に対して　　　　

（１）ケースワーカーの「標準数」の見直しを
一人ひとりが抱える多様で困難な課題を解決するためには、80世帯にケースワーカー1人の標準数では多すぎるが、その標準数すら守られていない実態に対し改善を求める意見が多く見られます。

	■ケースワーカーの標準数は釈迦福祉法第16条に規定があり、市のケースワーカーは、被保護世帯数が80世帯を増すごとに1名を加えることになっている。この標準数の見直しがされていない。標準数だけを見て人員の配置が見送られる場合も見受けられるが、多種多様なニーズがある現代では、80世帯は多すぎると思われる。
	
	■ケースワーカー不足と言われているが、「標準数」はケースワーカーの配置人数に対する強制力がないため、財政難の地方自治体では基準どおりのケースワーカーをおくことが無理である。保護世帯数が増え保護費が財政を圧迫していることからも、保護にかかる人件費・保護費等を100％国負担とすれば地域での差なく業務に当たれると思う。


　

	■経済的不況に起因する被保護世帯は急増しておりケースワーカーは疲弊している。必要人数を法定数とし、人口密度を加味し、市部は60人に1人、群部は40人に1人のケースワーカーとして欲しい。


（２）生活保護費は全額国の負担に
４分の１の自治体負担が財政を圧迫し、ケースワーカーの人員増を困難にするばかりか、申請拒否や無理やりの保護廃止にまで影響していることを訴え、保護費の全額国負担の求める声が多く見られます。

	■生活保護費については、現在４分の１が自治体負担とされ、被保護世帯の急増により自治体の大きな負担となっています。国は自治体に漏給防止を指導していますが、全額国庫補助に戻さない限り、申請拒否、強制的な辞退等は発生していくものと思われます。
	
	■急増している被保護世帯に対して、国が定めているケースワーカーの標準数を達成するために人員要求しても、財政的な余裕がない自治体は、財政当局が増員することを認めない。


	
	
	

	■生活保護行政は国の責任でまかなうべき。一部地方の負担にするため、地域によっては、申請の受付を拒否したり、無理やり廃止したり・・・財政負担の片寄りがいびつな保護行政を生んでいると感じる。
	
	■４分の１を自治体が負担する制度は、実施責任や世帯認定で対立を生む元凶となっている。特にホームレス支援に関して自治体間の温度差は顕著で、全額国費にしないと解消は難しい。




（３）社会保障の底上げを
　生活保護制度の拡充と合わせて、不安定で低賃金な雇用の改善と社会保障制度全体の底上げの必要性を求める意見が多くみられます。

	■生活保護の給付と最低賃金と年金のバランスが崩れている。可処分所得の比較が、老齢基礎年金が最も低く、ついで最低賃金、もっとも高いのが生活保護となっている。このため、ほとんどの国民年金受給者は申請すれば生活保護が受給され、生活保護を受給している者フルタイムでパート労働しても保護から脱却できない現状がある。
	
	■生活保護制度の実施体制整備はもちろん大切なことですが、今本当に必要なことは社会保障制度全体の基盤整備の底上げです。そして「派遣」に代表される労働者の雇用状況の改善です。失業し収入も住居も失い、福祉事務所に頼らなければ生きていけない脆弱な社会ではあってはならないという視点です。
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図４　地方労働行政職員定員数の変化
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